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研究成果の概要（和文）： 

本研究は、住民主導の教育発展に資するコミュニティ参加の実現に向けた方策を検

討することを目的とした。本研究の成果は次の 3 点に分けられる。第 1 に、多くの国

で共通して見られると推察されるコミュニティ参加導入の具体策を明らかにしたこ

と。第 2 に、保護者とその他の住民、教員が理解する自らの教育役割を明らかにした

こと。第 3 に、第 2 の点を踏まえて、住民主導の教育発展に資するコミュニティ参加

の実現に向けた方策を探ったこと。 

 

研究成果の概要（英文）： 

This research aimed to explore measures for the community participation that 

would contribute to people-centered educational development. The findings of 

this research are; firstly, this research revealed the detailed measures for 

the implementation of community participation that were commonly seen in many 

countries. Second, this research found how the parents, other community people 

and teachers perceived their roles for children’s education. Thirdly, based 

on the second finding, this research explored some measures for the community 

participation that would contribute to people-centered educational 

development. 
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１．研究開始当初の背景 

 2015 年までに初等教育を完全に普

及させる。この国際的アジェンダの達成

に向けて、途上国政府と国際機関は多大

な資源を教育分野に投入してきた。一方、

より多くの子どもを就学させ、十分な知

識と技術を身につけさせるためには、子

どもの学習ニーズの的確な把握が最優

先である。そこで政府と国際機関は、本

来は教育の需要者である生徒とその保

護者、その他の住民を、教育の供給にも

積極的に関与させようとしている。これ

は教育へのコミュニティ参加と呼ばれ、

途上国の教育課題を解決する手段とし

て注目されている。コミュニティ参加の

第 1 の効果は、保護者を始め住民の学校

教育への関心を高め、彼らの意向を学校

教育へ反映させることができれば、子ど

もの学習ニーズにより適った教育を提

供することができるというものである。 

 本研究開始当初、研究代表者が提起

した問題は、教育発展を現場で支えるべ

き住民が、子どもの教育に果たす自らの

役割を非常に限定的にとらえてしまっ

ているという現実である。また、従来の

コミュニティ参加に関する研究の問題

は、参加することを求められる肝心の住

民に焦点を当てた研究が極めて少ない

という事実である。保護者を始め住民の

教育観や学校観を彼らの視点で詳細に

描かない限り、真のコミュニティ参加の

実現はありえない。住民が学校教育を要

求していることは事実である。しかしこ

れは、彼らが学校教育を充実させること

に積極的であることを意味しない。住民

主導のコミュニティ参加の実現に向け

た方策を検討するためには、住民が自ら

の教育役割を限定的にとらえている現

状をいかに克服し、彼らによる学校教育

へのより積極的な参加動機を引き出す

方法を検討する必要がある。 

 

２．研究の目的 

 本研究の目的は第 1 に、国の教育施

策としてのコミュニティ参加を確認し

た上で、同一概念に対する学校現場の視

点をより強調することにより、住民主導

の教育発展に資するコミュニティ参加

の実現に向けた方策を検討することで

ある。第 2 に、東南アジア諸国、具体的

にはカンボジアとラオス、タイにおける

比較研究を素地に、各国、各地域へと適

応可能なコミュニティ参加モデルを構

築することである。 

 

３．研究の方法 

 本研究は、研究開始当初に暫定的に

設定した「コミュニティ参加のメカニズ

ム」分析枠組みに沿って実施した。コミ

ュニティ参加をめぐる関与主体として

国家の教育政策と社会経済システム、国

際機関等の援助政策、学齢期の子どもの

保護者、その他の住民、教員を置き、各

関与主体の役割、特に、保護者とその他

の住民、教員の役割を彼らの視点で分析

することとした。 

 2008（平成 20）年度は研究対象 3

カ国の国家教育政策に規定されるコミ

ュニティ参加の具体的施策、そして、近

代教育開始以前から既に見られた社会

的慣習としてのコミュニティ参加、これ

ら 2点を国内外の文献資料により考察す

るとともに、両者の共通点と相違点を明

らかにした。さらに、保護者とその他の

住民、教員の教育観や学校観を探るため、

カンボジアとラオス、タイの農村でのフ

ィールドワークによる現地調査を実施

した。2009（平成 21）年度は 3 カ国での

現地調査を継続しながら、現地調査の結

果を分析し、保護者とその他住民が子ど

もの教育に果たす自らの役割を非常に

限定的にとらえてしまっている要因を

考察した。 

 

４．研究成果 

 本研究の成果は次の 3点に分けられ

る。第 1 に、多くの国で共通して見られ

ると推察されるコミュニティ参加導入

の具体策を明らかにしたこと。第 2 に、

保護者とその他の住民、教員が理解する

自らの教育役割を明らかにしたこと。第

3 に、第 2 の点を踏まえて、住民主導の

教育発展に資するコミュニティ参加の

実現に向けた方策を探ったこと。 

 第 1 の点に関して、本研究の対象 3

カ国に限らず、コミュニティ参加を導入

する多くの国では学校委員会制度を持

つ。既存の委員会を活用する場合もあれ



ば、新たに設置する場合もあるが、どち

らの場合も、住民の中から選出された委

員が学校での教育活動の意思決定へ介

入している。委員会へ与えられる権限の

内容や程度は様々である。例えば、学校

の設置を決定したり、カリキュラム作成

に対する権限を持ったりする国もあれ

ば（タイ）、教職員への助言や支援に留

まる国もある（カンボジア、ラオス、イ

ンドネシア）。更に、学校委員会を持ち

ながら、学校が自治権を持たず、そのた

め、委員会も実質的な権限を持たない国

もある。 

 コミュニティ参加と学校委員会制

度を考え合わせたとき、委員が住民を代

表しているのか、委員やその他の住民が

自らの教育役割をどのように捉えてい

るのか、彼らがその教育役割にもとづい

てどのような活動を展開しているのか

を考察しなければならない。本研究の第

2 の成果はこれらを明らかにしたことで

ある。委員が住民を代表しているのかに

関して、住民の中から選出されたことと

住民を代表していることの意味は異な

る。つまり、住民の中から選出された委

員が学校教育への高い関心を持ってい

るとは限らず、コミュニティ内で目立つ

人物であるに過ぎない場合も多い。この

場合、学校委員会の設置がコミュニティ

参加の実現に結びつきにくい。カンボジ

アやラオス、タイも例外ではなく、学校

委員会の委員への面接調査では、学校で

の教育活動の意思決定へ介入している

との答えが返ってくる一方、その他の住

民への面接調査では学校での教育活動

への介入は、学校への資金提供以外一切

ないとの答えが返ってくる。また、委員

やその他の住民が自らの教育役割をど

のように捉えているのかに関して、住民

は子どもの教育に対する自らの責任を

強く意識する一方、学校教育に対する責

任を弱く捉える傾向にある。住民は、学

校での教育活動は教員や委員の責任で

あり、介入するべきではないと理解して

いると推察された。 

 以上の成果を踏まえて、本研究は住

民主導の教育発展に資するコミュニテ

ィ参加の実現に向けた方策を探った。住

民やコミュニティと一口にいっても、そ

の意味するところは様々に異なる。学校

委員会の委員とその他の住民とでは、学

校での教育活動への関わり方は大きく

異なる。この事実を踏まえて、住民主導

の教育発展に資するコミュニティ参加

の実現に向けた一方策として、教職員と

学校委員会の委員が学校を基盤とした

経営に関する知識やスキルを身につけ

ることが挙げられる。本研究では、委員

を除く住民は学校での教育活動へほと

んど関与していないことが明らかとな

った。すでに述べたように、これは、住

民が、学校での教育活動は教員や委員の

責任であると理解しているからと推察

された。このことから、広く住民を巻き

込むことを意識した、教職員や委員を中

心とする学校経営、学校運営を目指すこ

とが現実的であると考えられる。広く住

民を巻き込むことを意識した、教職員や

委員を中心とする学校経営、学校運営を

実現するためには、彼らが持つ知識やス

キル、そして、その知識やスキルの活用

方法をより詳細に考察することが不可

欠である。 
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